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要　旨

　近年、わが国において、行政の透明性や効率性等を向上させるための手段として、
政策評価システムや公的部門における会計（公会計）を整備しようという気運が高
まっている。政策評価と公会計は、どちらも公的主体の活動を評価するためには不
可欠であり、また、お互いに密接に関連しているため、両者を関連づけて議論する
ことは極めて重要であるが、わが国ではこうした議論があまりなされていないよう
に窺われる。
  そこで本稿では、政策評価と公会計はそれぞれどのようなものであり、どのよう
な関係にあるのか、あるいは、公的セクターの効率化とどのように関連しているの
かといった問題を、こうした分野の先進国であるアングロサクソン諸国の例を参照
しつつ、整理･検討した。
  公的主体の評価を行ううえでは、会計による財務的な評価と非財務的な評価をい
かに組み合せるかがポイントになるが、この点、アングロサクソン諸国における中
央政府の例をみると、「市場メカニズム活用型」と「総合評価型」の 2つの政策評
価システムに大別し得る。ニュージーランドやイギリスに代表される「市場メカニ
ズム活用型」の政策評価システムは、財務的評価重視のシステムであり、公的主体
にかかる会計を民間と比較可能な形に加工し、公的サービスを民間部門と擬似的な
競合状態に置くことにより効率化を進めていくことが特徴である。一方、アメリカ
に代表される「総合評価型」の政策評価システムは、財務的な評価と非財務的な評
価の双方を政策評価システムの両輪として捉え、アカウンタビリティ、あるいは受
益者からの評価のフィードバックを重視することにより、効率化を進めていこうと
いうものである。
  どちらの政策評価システムが望ましいかは、評価の対象となる公的主体の特徴、
行政改革の基本理念、あるいは当該国の歴史･制度的要因にも依存するために一概
には言えないが、わが国においても適切な政策評価システムを構築すべく、今後十
分に議論を重ねていくことが重要である。

　キーワード：公会計、政策評価、規律づけ、NPM、アカウンタビリティ
　JEL classification:　H10、L33、M41

 ＊日本銀行金融研究所研究第 2課 (keiichi.miyata@boj.or.jp)

  本稿は、日本銀行で 7月 21日に開催されたワークショップ「公的部門における政策評価お
よび公会計のあり方」の討議用資料として作成されたものである。本稿の作成にあたっては、
上記ワークショップの参加者から有益なコメントを頂戴した。もっとも、本稿にあり得べき誤
りはすべて筆者に属することは言うまでもない。
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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに

　近年、わが国において、行政の透明性や効率性等を向上させる手段として、政

策評価システムを整備しようという気運が高まっている。実際、1998 年 6 月に

公布された「中央省庁等改革基本法」あるいは 1999年 4月に中央省庁等改革推

進本部1が取り纏めた「中央省庁等改革の推進に関する方針」において、中央政

府の政策評価システム整備の必要性が示されており、現在、2001 年 1 月の公表

を目指して各省庁で具体的な準備が進められている。また、地方自治体に関して

も、1998 年 5 月に閣議決定された「地方分権推進計画」により、政策評価シス

テムの整備が求められており、こうした中、三重県に代表されるような独自の政

策評価システムを構築する動きが出てきている。

　一方、公的部門における会計（以下、「公会計」と呼ぶ）の改革も、行政改革

推進や官民分担の見直し、さらには公的部門の情報開示･アカウンタビリティを

実現させるための手段として注目を集めている。1999 年 7 月に成立した「独立

行政法人通則法」では、独立行政法人に企業会計方式を導入することを求めてい

るほか、1998 年 6 月の産業構造審議会基本問題小委員会報告書や 1999 年 2 月

の経済戦略会議答申においては、地方自治体あるいは中央政府に企業会計方式を

導入することの重要性が主張されている。また、実際に企業会計方式を導入する

地方自治体も増加してきている。

  このように、わが国では、政策評価システムと公会計改革が注目を集めている

が、一方で両者を明示的に関連づけた議論はあまりなされていないようである。

しかし、実際には、両者は密接に関連しており、両者一体のものとして議論する

ことは極めて重要であると考えられる。すなわち、民間企業では、基本的に市場

メカニズムが機能するため、その財務的成果を集約する会計により業績の一元的

評価が可能であり、会計情報の開示によって、経営の効率化に向けた規律づけが

なされることになる2。しかし、公的部門では、市場メカニズムを通じては最適

な資源配分が達成されないため、会計による政策や公的サービスの一元的評価は

困難であり、会計情報の開示のみによって、効率化に向けた規律づけを行うこと

も困難である。政策評価システムや公会計改革を巡る議論の本質は、正にこうし

                                           
1 中央省庁等改革基本法 52条に基づき、内閣に設置され、中央省庁等の改革による新たな体
制への移行の推進に必要な中核的事務を集中的かつ一体的に処理することを使命としている。
2  もっとも、民間企業についても、市場メカニズムを通じた規律づけだけでは不十分という議
論もある。特に、金融機関については、ディスクロージャーの推進による透明性向上と並行し
て、BIS規制といった市場メカニズム以外の規律づけの仕組みが活用されている。
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た効率化に向けての規律づけのメカニズムを公的部門においていかに確保する

かという点にあり、両者は会計情報を公的主体の規律づけにどのように役立てる

のかという点で密接に関連しているのである。例えば、地方自治体等の公的主体

に企業会計方式を導入してバランスシートを作成しても、会計情報を活用する政

策評価システムがなければ効率化は促されないし、逆に、適切な会計情報が提供

されなければ十分な政策評価はできないものと考えられる3。

  そこで本稿では、こうした問題意識に基づき、政策評価システムと公会計の関

係はどのようなものであるのか、また、それらは公的部門の効率化とどのような

関係にあるのか、といった問題を、こうした分野における先進国であるアングロ

サクソン諸国の例などを参照しつつ整理、検討することとしたい4。

  以下 2 章では、議論の前提として、公会計の目的･機能を企業会計との比較な

どを通じて考察し、3章では、公的部門の政策評価と公会計の関係を整理する。

4章では、政策評価システムの整備や公会計の改革における先進国であるアング

ロサクソン諸国の事例を分析し、5章では、政策評価や公会計から得られる情報

を公的部門の効率化に結びつけるメカニズムについて考察する。6章では、これ

までのわが国における政策評価システムの整備や公会計の改革を巡る動きを整

理し、7章で結論を述べる。

２．公会計の目的･機能２．公会計の目的･機能２．公会計の目的･機能２．公会計の目的･機能

　本稿では、政策評価と公会計の関係、およびこれらから得られる情報を公的主体

の規律づけにどのように繋げていくのかという問題を分析することに主眼を置く

が、まず、その前提として、公会計はどのような情報を提供することを目的として

いるのか、あるいは逆にどのような情報が公会計によっては提供し得ないのか、と

                                           
3 この点、山本［1999］では、会計システムは政府のガバナンスシステムのサブシステムであ
るとして、両者一体とした議論の必要性を主張している。
4 岩本［1999］は、財政構造改革を進めるうえでは、まず、政府の役割は何であるのかという
基本問題を明らかにしたうえで、真に政府によってのみ提供が可能なものに政府の提供するサ
ービスを絞り込む作業が重要であることを指摘している。こうした作業は、公的セクターの効
率化を進めるうえでの大前提であるが、本稿では、公的セクターでサービスを提供することの
妥当性が確認された場合において、これを提供する公的主体を、いかに効率化に向けて規律づ
けるのかという点に焦点をあてて議論をする。なお、上記論文では、政府の役割を問うことは、
経済問題解決のために、市場を用いるのか、政府を用いるのかの選択の問題であり、政府の介
入が経済問題を解決する可能性のある状況とは、分権的な意思決定ではできないことを集権的
な意思決定によって達成できるという状況に限定されるとしている。
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いった点を簡単にみておくこととする。

（１）公会計と企業会計（１）公会計と企業会計（１）公会計と企業会計（１）公会計と企業会計

　一般に企業会計に求められる最も重要な機能は、出資金や貸出金の利用に関す

る状況、あるいは将来キャッシュフローの流列の予測に有用な情報を、投資家や

債権者等に対し提供することである5。

　一方、公会計の目的は、公的サービスが効率的な形で運営されているのか（税

金はきちんとした形で使われているのか）、あるいは公的サービスは将来に亘っ

て安定的に提供されるのか、といった点に関する情報を公的サービス等の受益者

に対し提供することである。

　企業会計と公会計の目的を比較すると、報告の対象が投資家･債権者であるか、

受益者であるかの違いはあるにせよ、拠出された資金の利用状況や、将来の経営

に関する情報が求められているという点では、両者類似する側面がある。しかし

ながら、公的部門は、多くの場合、市場に任せておいては提供されない、あるい

は提供されたとしても市場効率的な形では提供され得ない、いわゆる「市場の失

敗」が発生するようなサービス等を提供している点において民間企業と大きく異

なる6。すなわち、民間企業の場合、基本的に市場メカニズムが機能するために、

その目的である利潤の最大化（企業価値の最大化）活動の成果が財務的成果を集

約する企業会計により一元的に評価され7、投資家等にとって有用な情報が提供

されることになる。一方、公的部門では、市場メカニズムを通じて最適な資源配

分が達成されないために、財務的成果のみを集約する会計情報による成果の一元

的評価は難しく、非財務的な便益、費用も含めた政策･サービスの評価が必要に

                                           
5 企業会計情報の役割については、秋葉ほか［1998］が詳しい。なお、同論文では企業会計情
報の有用性として、ここで指摘しているような投資家等の意思決定への役立ちのほか、事後的
な業績測定等への役立ちを指摘しているが、両者は対立的な機能ではなく、例えば、将来キャ
ッシュフローの流列の予測に有用な情報が事後的な業績測定に使われることは十分考えられ
る。
6 公的サービスに関連する市場の失敗としては、自然独占や費用低減産業などいろいろなケー
スが考えられるが、最も典型的なものは公共財に起因する市場の失敗である。公共財は、①特
定の人だけを対象として限定して財･サービスを提供することができないこと（排除不可能性）
と、②ある人がその財･サービスを消費したからといって他の人の消費量が減る訳ではないこ
と（非競合性）によって定義される。なお、こうした性質を部分的にかね備えた財･サービス
を準公共財と呼ぶ。
7 もちろん、適切な企業評価を行うための、資産･負債の評価方法、バランスシートの対象範囲
のあり方等に関する議論は別途存在する。
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なるのである。

　なお、現実問題として、公的部門の一部には民間企業と大きく変わらない活動

をしている主体もあり、公的部門と民間部門の区分が難しいケースも少なくない。

ある主体が、公的部門に属するのか、民間部門に属するのかは、それぞれのどう

いった側面に注目するのか、あるいはどういった目的で区分を行うのかに依存す

るために、一概には言えない。ただ、会計に限って言えば、その主体の目的が重

要になると考えられる。すなわち、前述のとおり、市場メカニズムに則った形で

の利潤追求を行っているのであれば、利潤最大化の成果が会計により一元的に評

価され得るために、たとえ評価の対象主体が政府等によって保有あるいは管理さ

れていても民間企業と同じ会計方式（企業会計方式）を導入すべきであろう8。

（２）公会計と財政赤字（２）公会計と財政赤字（２）公会計と財政赤字（２）公会計と財政赤字

　公会計改革を巡る議論において、公的部門に企業会計を導入し、バランスシー

トを作成することにより、公的活動の採算･損益状況や公的主体の財産状況、例

えば公的主体が財務的に破綻状態に陥っていないかどうかを把握する必要性が

主張されることがある。

  公的主体の財産状況を把握することの重要性については異論のないところと

考えられるが、バランスシートさえ作成すればこうした状況が把握でき、ひいて

は受益者に対して有用な情報を提供することができると言えるのであろうか。と

いうのも、もともと黒字が確保できるようなサービス等であれば基本的に民間の

主体によって提供されているはずであり、公的部門が提供するサービスはそもそ

も市場メカニズムに乗らないものがほとんどである。この意味では、公的部門に

赤字が生じていたとしても、それ自体はある意味で当然とも考えられる。もちろ

ん、こうした公的サービスの受益者が税金などの形で資金を拠出するために、赤

字の一部は埋められることになるが、インフラ資産などその便益が将来世代にま

で亘るものもあり、完全な受益者負担を前提にしても財政赤字の発生は避けられ

                                           
8 なお、ごみの集配など、従来公共財と考えられてきたサービスでも、エージェンシー化等の
仕組みをうまく利用すれば市場メカニズムが活用できるケースは少なくない。しかしながら、
こうした先については、エージェンシー化等を実施した後も競争メカニズムが十分に機能せず
に、結局公共事業的な性格が残る場合が多いため、必ずしも純粋な民間企業と同列には扱い難
い面がある。詳細は後述するが、結論を若干先取りすれば、こうしたグレーゾーンの先につい
ては、その評価システムにおいて、企業会計方式（あるいはそれに類似した会計方式）を軸と
しつつ、それでも全体像を評価できない場合には、非財務的な業績評価等によってこれを補う
ことを基本とすべきものと考えられる。
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ない。このように考えると、財政赤字があるから悪いと短絡的に考えることは適

当でない。

  一方、赤字が発生することがある意味で当然であるとしても、無制限に赤字が

許容されるものでないことも事実である。クラウディングアウト、財政支出の硬

直化など財政赤字の弊害も数多く指摘されており、赤字が許容水準を超えれば破

綻に至ることになる9。

  それでは望ましい財政赤字の水準とは、どのようなものであろうか。これは、

各公的主体が提供するサービスの内容、受益者の人口構成、民間サービスとの代

替度など様々な要因に依存しており、一義的な答えがある訳ではなく、厳密な答

えをだすことも困難であろう。ただ、抽象的に言えば、財政支出に伴う限界便益

（公的サービスの増加）と限界費用（財政赤字の増大、あるいは増税による負担

の増大）が一致する水準に財政支出が決定され、同時に、世代間の資源配分最適

化等の観点から調達手段（税、公債）の組み合わせが決まることになる10。具体

的にこうした望ましい財政赤字水準（公債発行額）を計測することは容易でない

が、少なくとも、非財務的な便益･費用も含めて、社会全体として受益者の効用

を最大化するような形で公的サービスが提供されているか否かを判断すること

が前提となる。換言すれば、財政赤字が適正な水準にあるか否かを判断するため

にも、財務･非財務両面からの政策評価が必要になる。

（３）公会計と予算制度（３）公会計と予算制度（３）公会計と予算制度（３）公会計と予算制度

　公的部門の中には、政府や地方自治体のように予算制度を採用している先が多

                                           
9 なお、財政赤字の水準が適正なものかどうかは別としても、現在の財政赤字が維持可能なも
の（sustainable）であるか否かを判断したいというニーズもあろう。財政赤字の維持可能性に
関する評価は、公的部門の効率化に向けた政策評価のあり方という本稿の問題意識とは異なる
が、こうした評価を行うためには、プライマリーサープラスや利払等といったキャッシュフロ
ーの将来に亘っての流列と現在のストック（累積財政赤字）の関係が重要になる。この場合、
企業会計方式による減価償却等の認識は本質的に重要でなく、むしろ現金主義的なキャッシュ
フロー情報の必要性がより高まることになると考えられる。また、経済成長、インフレ、人口
構成の変化といったマクロ指標の見通しも併せて重要になる。財政赤字の維持可能性とこれを
測定するための指標の関係については、井堀･宮田［1991］を参照。
10 Barro［1979］は、リカードの中立命題が成立しているような状況下では、税率を一定に保
ち、一時的な財政支出需要の増減については公債で対応する政策が最適であることを理論的に
示すとともに、実際にこうした理論を第 1次世界大戦以降の米国のデータを使い実証し、肯定
的な結果を得ている。ただ、同論文では、財政支出は外生変数として与えられており、最適な
財政支出額がいかに決まるかという点は議論されていない。
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い。公的サービスにかかる政策評価と予算をどの程度有機的に関連づけるかとい

う点については後程議論するとして、ここでは公会計を包含する政策評価と予算

制度の関係について簡単に整理する。

  端的には、公的サービスにかかる政策評価は、予算制度にとっても必要不可欠

なものと言える。すなわち、予算制度においては、本来、受益者を代表する議員

等により公的サービスにかかる便益と費用のバランスが議論され、その結果が予

算に反映されるべきものであり、こうした議論を行う前提として政策評価が必要

になると考えられる。現在の予算制度に対しては、前年踏襲主義、予算策定プロ

セスの不透明性、フローのみでストックに関する情報がないことなど数多くの批

判が寄せられており、これを打破するための手段として公会計の改革が議論され

ることが多い。このため、予算制度と公会計改革が対立概念として受け止められ

ることがあるが、予算制度自体が望ましいか否かという判断は別問題として、現

行の予算制度の問題と予算制度に内在する本源的な問題とは区別して考えるべ

きであろう。もし、前年踏襲主義、不透明性等が問題なのであれば、予算制度の

存続を前提としつつ、公会計改革の成果をも活用して前年踏襲を排除するような

予算策定プロセスを導入し、また、そのプロセス全体を公開することなども理念

的には可能である。

３．政策評価と公会計の関係３．政策評価と公会計の関係３．政策評価と公会計の関係３．政策評価と公会計の関係

　公的部門の評価を行うにあたっては、会計による財務的情報のみならず、非財

務的情報も含めた政策評価を行うことが重要である。そこで、本章では、政策評

価の考え方を整理しつつ政策評価と公会計の関係を考える。

（１）本（１）本（１）本（１）本稿が対象とする政策評価稿が対象とする政策評価稿が対象とする政策評価稿が対象とする政策評価

　政策評価という場合、特定の公共工事の実施や規制の導入、あるいは既に実施

された施策の事後評価といった個別の政策の評価が議論の対象とされることも

ある11。しかし、本稿が対象とするのは、あくまでも、各公的主体について、そ

                                           
11 政策評価の類型について、田辺［1999］は、①行政組織内部で営まれている事務の効率化
とその事務に従事する行政官へのインセンティブ提供が主たる目的の「行政活動評価」、②政
策の枠組みを所与として、その下で営まれる個々のプロジェクトや規制を対象とする「プロジ
ェクト評価」、③個々の事業ではなく、政策の枠組み自体の評価を対象とする「政策プログラ
ム分析」、の 3類型に整理が可能であるとしている。
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の公的主体の活動すべてを評価対象とする全体的な政策評価である。もちろん、

全体的な政策評価を行うにあたっては、個別の政策評価が不可欠であり、ある意

味で個別評価と全体的評価は不可分な関係にあると考えられる。しかし、全体的

評価といった場合には、個別に評価された政策間の比較、プライオリティづけが

可能となるようなメカニズムをきちんと担保することが大切になる。

  また、政策評価を、事前評価と事後評価に区分して整理するケースが少なくな

い12。文字どおり、事前評価は、ある政策（典型的には規制や公共事業）を実行

する前段階において、こうした政策の便益が費用を上回るのかなどを評価するも

のであり、一方、事後評価は、ある政策が目的どおりの効果を上げているのか、

といった点を事後的に評価するものである。こうした、事前、事後の区分は概念

的整理のためには有意義なものであるが、現実問題としては、事前評価と事後評

価が有機的に繋がっているのも事実である。すなわち、事前評価をクリアーして

政策の実施に至ったものに対しても、成果の事後的なチェックが行われる必要が

あるし、事後的なチェックの結果は、当然、当該政策、あるいは事前評価の仕組

み自体の見直しにフィードバックされることになる。したがって、本稿では、こ

うした事前と事後の区分は特に行わずに議論を進めることとする。

（２）政策評価のアプローチ（２）政策評価のアプローチ（２）政策評価のアプローチ（２）政策評価のアプローチ

  政策評価方法は、大きく分けると、財務的な要素と非財務的な要素を 1つの枠

組みの中で統合的に評価する方法と、財務的な要素と非財務的な要素をそれぞれ

個別に評価したうえで、最終的にそれぞれの結果を斟酌しながら複合的に評価を

行う方法がある。

イ．統合的評価方法イ．統合的評価方法イ．統合的評価方法イ．統合的評価方法

  統合的な評価手法については、非財務的な要素もすべて貨幣単位に換算し

たうえで評価を行う費用便益評価法等がある13。こうした費用便益評価法等の

手法は、公共投資や規制など、数値化にどちらかと言えば馴染みやすい個別

政策の評価に利用されることが多いが、60 年代のジョンソン大統領時代の米

                                           
12 例えば、政策評価研究会［1999］参照。
13 その他の計量的な統合的評価方法としては、政策の便益について特に貨幣単位に置きかえる
ことなく、例えば便益一単位当たりの費用を比較する費用対効果評価法がある。
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国では、こうした個別の費用便益評価を総合する形で PPBS（Planning

Programming Budgeting System）と呼ばれる全体的な政策評価システムが

導入されたことがある。費用便益評価法といった定量的分析では、政策の効

果が数値で示されるため、より具体的な処方箋が得られるというメリットが

あるが、一方で、定量的な結果が、数値化のプロセスにおける様々な仮定に

依存してしまうという問題がある。特に、個別政策の評価に止まらず、これ

を全体的な政策評価システムにまで高めた PPBS では、政策目的設定や政策

手段と政策効果の因果関係特定の困難さ、あるいは結果の解釈上の問題等が

クローズアップされ、1971年に廃止されている14。

  統合的評価方法には、費用便益のような定量的な方法だけでなく、例えば

受益者に対し政策の費用対効果に関するインタビューを行うなどの定性的な

方法もある。しかし、こうした定性的な方法は有用ではあるが、質問の仕方

などによって結果が大きく振れるなど、客観性を担保するのが困難であると

いう問題がある。また、こうした定性的な評価法は、むしろ財務的な評価と

補完的なものであり、特に単独で行わなければならない理由もないため、結

局のところ次に説明するような財務的な要素と非財務的ま要素の複合的な評

価方法において利用することが望ましいと考えられる15。

ロ．複合的評価方法ロ．複合的評価方法ロ．複合的評価方法ロ．複合的評価方法

  複合的評価方法は、財務的要素と非財務的な要素を、別々のものとして評

価したうえで、これらを斟酌しつつ最終的な評価を行う方法である。複合的

評価方法では、2つの異なる側面からの評価をいかに斟酌していくのかが難し

いが、PPBS が失敗に終わったことの反省もあり、積極的に政策評価システ

ムを導入しているアングロサクソン諸国でもこうした複合的評価方法が採ら

れている。

　複合的評価方法における財務的評価については、主に会計情報をベースと

するのが一般的である。一方、非財務的評価については、様々な手法があり

                                           
14 この点に関する詳細な分析は、山本［1997a］を参照のこと。
15 岸［1999a］は、米国における先進的な行政改革システムの一つとして、テキサス州の例を
紹介している。同州では、非財務的な評価システムを確立するとともに、これを予算と連動さ
せるなどしていたが、これだけでは効率性の追求という点で弱い面があるという認識から、「競
争的政府に関する委員会」を設置し、財務面での評価体制を強化している。
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得るが、非財務的な成果をできるだけ客観的に評価しようとする試みである

業績測定（Performance Measurement）の手法が注目を集め、アングロサク

ソン諸国でもこれを導入する先が多い。

　業績測定には決まった形はなく、評価を行う主体の目的や特徴に合わせて

様々な形を取り得るが、典型的なものは次のとおりである16。まず、評価を行

う主体は、その使命（mission）を達成するために必要ないくつかの政策目標

を掲げる。次いで、それぞれの政策目標について、アウトカム指標やアウト

プット指標を設け、それぞれの達成度によって業績を評価するシステムを構

築する。アウトカム指標とは、当該公的主体の活動の結果、政策目標がどの

程度達成されたかを示すものであり、アウトプット指標とは、政策目的達成

のために実際に提供された公的サービスの数量等を示すものである。例えば、

警察を例にとり、業績測定システムを想定すると、次のような例が考えられ

る。警察の使命は治安の維持であり、その政策目標の 1 つとして、犯罪の減

少を挙げたとする。この場合、アウトカム指標は、犯罪率の低下、あるいは

犯罪数の減少であり、アウトプット指標は、例えば、パトカーによる巡回時

間、地域当たりの警察官の数などである17。また、こうしたシステムが機能す

るためには、アウトプットやアウトカムの達成度を報告書などの形で公表す

るなどして、当該公的主体を規律づける必要がある18。

　なお、同じ複合的評価方法でも、財務的側面と非財務的側面のどちらに重

きを置いて評価を行うかによって、かなり異なった性格をもち得る点には留

                                           
16 業績測定の詳細については、岸［1999a］、宮田･古市［2000］を参照。
17 アウトプット指標は、通常アウトカム指標の下部指標として置かれる（ただし、アウトカム、
アウトプットの区別が困難なものについては、どちらか 1つだけが評価指標として設けられる
こともあり得る）。これは、アウトカム指標は、政策目標に直接関連する一方で、当該主体の
努力以外の要因にも影響されることから、実際に当該主体が制御可能なアウトプット指標をア
ウトカム指標の下に設けないと政策評価が難しくなるためである。もちろんアウトプットとア
ウトカムの間の相関関係が必ず確保される訳ではなく、両者の関連が薄いと考えられる場合に
は、アウトプット指標自体を見直す必要がある。
18 例えば、中央銀行における政策評価のプロセスも、安定的な経済成長の達成を使命、物価の
安定を政策目標とし、（インフレーション･ターゲッティングを採用しているか否かは別とし
て）現実の物価上昇率をアウトカム、マネーサプライや金利をアウトプットとする業績測定シ
ステムによることが考えられる。実際、多くの中央銀行において、こうした業績測定システム
に基づく政策評価は、年次報告等の形で公表されている。また、Walsh［1995］は、中央銀行
をエージェント、（国民の総意を代弁する）政府をプリンシパルとし、両者の間でこうした中
央銀行の業績評価にリンクしたインセンティブ構造を持つ契約をうまく締結することにより、
インフレバイアスが除去され、社会的に最適な金融政策が行われるようになる可能性を指摘し
ている。
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意する必要がある。実際、後述するように、同じアングロサクソン諸国内で

も、その政策評価システムのグランドデザイン等の違いにより、財務的側面

をより重視するニュージーランドやイギリスと、財務的側面と非財務的側面

の双方を政策評価の両輪と考える米国とに大きく分かれている。

（３）政策評価に必要な会計情報（３）政策評価に必要な会計情報（３）政策評価に必要な会計情報（３）政策評価に必要な会計情報

　政策評価方法の如何にかかわらず、公会計を通じた財務的評価は、政策評価を

行ううえで不可欠なものである。すなわち、統合的評価においても、定量分析の

ベースとなるデータは、会計情報に頼らざるを得ない。また、複合的評価におけ

る財務的な評価は、正に公会計を通じた評価となる。

　そこで以下では、政策評価システムを構築するうえで、最低限どのような情報

が公会計を通じて提供されなければならないかをみていく。

イ．発生主義に基づく会計情報イ．発生主義に基づく会計情報イ．発生主義に基づく会計情報イ．発生主義に基づく会計情報19191919

　わが国をはじめとして、公会計に現金主義を採用する先は多い。現金主義

は、文字どおり、現金の収入および支出が実際に行われた時点で、その出入

りを記帳する会計処理である。もちろん、単に歳入と歳出のバランスを計算･

表記することが目的であれば、現金主義が適しているとも言えるが、政策評

価システムの一環として公会計を利用する場合には、公的サービスから得ら

れる便益に対応するコストを認識する必要があるために、減価償却等を通じ

て的確に期間損益が認識される発生主義による会計処理が必要になる。

　すなわち、現金主義はフローの資金の出入りしか認識しないため、ストッ

クに関する情報が会計情報と有機的に結びついて提供されないという問題が

ある。もちろん、政府や地方自治体では、決算書類の中で別途財産に関する

報告を行っているが、岸［1999b］も指摘するとおり、金額単位ではなく、土

地や建物は面積単位、物品に関しては個数単位で管理されているものも少な

くない。会計的にストック情報が把握されていないと、減価償却費といった

発生主義によるコストの把握ができないため、公的サービスにかかる財務的

                                           
19 発生主義会計（accrual basis accounting）とは、取引の発生の事実、すなわち当該主体の
生産活動等に伴って生じた価値の減少･増加をもって費用･収益を認識、計上する会計処理。現
金主義会計と比較した場合、発生主義会計では減価償却および繰越項目等が認識される点が大
きく異なっている。
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コストも認識できない。例えば、インフラ資産にかかる便益は非常に長い期

間に亘って提供されることになるが、現金主義に基づく経理を行った場合、

これに対する財務的費用は実際に支出された期に全てが認識されることにな

る。また、減価償却費が計算されないと、インフラ資産の維持補修支出ある

いは更新への積み立てが適切に行われているか否かを判断することができず、

このため、公会計の重要な役割の 1 つである、将来に亘って安定的に公的サ

ービスが提供されるかどうかを判断するうえで有用な情報を受益者に提供す

るという役割が、果たせないことになる。

  さらに、現金主義では、人件費といった経常支出と資本支出が分別されて

いないため、公的サービスの効率化を図るにしても、経常支出を削減すべき

なのか、投資支出を削減すべきなのか判断できないという問題もある。また、

わが国を始め多くの国で問題となっている、将来の支払増が確実な社会保障

等にかかる債務も、現金主義では認識されないことになる20。

  なお、上記のように、公的部門のコストを発生主義ベースで認識すること

は重要であるが、単純に民間企業と全く同じ企業会計方式を公的部門に導入

すれば良いという訳ではない。何故ならば、公会計が政策評価手段の 1 つで

ある以上、その会計方式も政策評価の枠組みに応じて調整されるケースがあ

り得るからである。例えば、評価の対象となる公的主体の性質によっては、

民間企業と全く同じ会計方式を導入することがミスリーディングであったり、

企業会計方式による財務的評価を気にする余り、本来提供すべき公共サービ

スがうまく提供され得なくなってしまうケースもあろう。また、評価の対象

となる資産の性質によっては、企業会計と全く同じ評価を行うことが困難、

あるいは望ましくないケースもあろう。したがって、こうしたケースにおい

                                           
20 アウバック･コトリコフ･リーブリッツ［1998］では、現金主義的な当期の予算では、世代
間人口構成の変化等に起因して発生する世代間の不均衡に関する情報が得られず、この結果こ
うした問題への政策的対応が遅れ、長期的な財政状況の悪化に繋がるとして、世代会計の必要
性を主張している。また、同論文では、実際に先進国を中心とする 17カ国につき、世代会計
を作成しており、わが国の世代間不均衡の絶対額が最も大きいという結果を示している。また、
赤井・鷲見･田中［1999］では、SNA統計をベースにし、これに発生主義概念を導入するなど
必要な調整を加えることにより、バランスシートを作成している。同論文では、1995年につ
いて、SNAベースの一般政府正味財産が 416兆円であるのに対し、発生主義を導入したバラ
ンスシートでは同正味資産が 160兆円に減少すること、さらに年金資産･債務を考慮すると 650
兆円の債務超過となることが示されている。このように、発生主義に基づくバランスシートを
作成することで、債務超過額、すなわち、将来世代が負担しなければならない債務額が明らか
となり、世代間不均衡に関する情報の提供が可能となる。さらに、八田･小口［1999］では、
こうした世代間不均衡の問題を解決するために、積立方式による公的年金の導入が主張されて
いる。
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ては、発生主義に基づく企業会計方式による評価を基本としつつも、適宜必

要な調整を行うことが必要である21。

ロ．セグメント情報ロ．セグメント情報ロ．セグメント情報ロ．セグメント情報

　政策評価、あるいは公会計の情報を公的部門の改革に繋げていく前提とし

て、情報が公共サービス等のセグメント毎に提供されることが重要である。

例えば、ある地方自治体全体としての情報が提供されるだけでは、どのよう

に改革に結びつけて良いかが分からない。当該地方自治体が提供する医療サ

ービス、ごみ処理サービス、インフラ資産等セグメント毎に情報が提供され

て初めて、改革の対象や改革の必要度が明らかになる。当然のことながら、

こうしたセグメント情報の必要性は、公会計による財務的評価のみならず、

非財務的な政策評価にも当てはまることである。

  民間企業の場合には、セグメント情報の内容によっては、戦略上公開する

ことが好ましくない情報が含まれている場合があり、財務会計情報とは区別

して管理会計情報として企業の内部に止められることが少なくない。しかし

ながら、民間企業の場合には、こうしたセグメント情報が開示されなくても、

競争メカニズムを通じて効率性の追求が図られるほか、企業の内部情報を開

示することが既存、あるいは将来の株主に弊害をもたらすと考えられる場合

には、これを開示する必要もなかろう。一方、公的主体の多くは、利潤を追

求している訳ではないので、（もちろん国家機密のようなものもあるが）民

間企業に比べ相対的にこうした制約は少ないものと考えられる。むしろ、公

的部門では、管理会計的なセグメント情報までも開示することを通じて、効

率化を促すようなメカニズムが担保される側面があると考えられる。

４．アングロサクソン諸国における政策評価システムと公会計改革４．アングロサクソン諸国における政策評価システムと公会計改革４．アングロサクソン諸国における政策評価システムと公会計改革４．アングロサクソン諸国における政策評価システムと公会計改革

　これまでの議論でも示したとおり、政策評価システムのあり方、あるいはこう

した政策評価システムの中での公会計の位置づけは、公的部門改革のグランドデ

                                           
21 こうした調整の結果、公会計の方が企業会計よりも時価評価の範囲が広くなるケースもあり
得る。例えば、5（1）で後述するように、民間との擬似的な競合状態を作り出すためには、時
価ベースで実物資産のコストを認識する必要がある（原価ベースだとコストが低すぎて、実質
的な競合状態が作れない）。また、維持修繕費用や更新費用の積み立て額の算出にあたっても、
時価でみた減価償却費の算出が有用となる。



13

ザインをどの様に描くのかにも大きく依存することになる。そこで以下では、公

会計改革の先進国であるニュージーランド、イギリス、米国を例に、公的部門改

革のスタンスの差が明確にでている中央政府の行政改革を中心に、政策評価シス

テムと公会計の関係をみていく22。

（１）ニュージーランド（１）ニュージーランド（１）ニュージーランド（１）ニュージーランド

　行政改革において、市場メカニズムを活用していくというスタンスが最も明確

に現れているのがニュージーランドであり、この国の改革については、アングロ

サクソン諸国を含め、参考にする国が多い23。

　ニュージーランドにおける政府部門改革の骨子は、1988 年の「国家部門法

（State Sector Act）」、89年の「公共財産法（Public Finance Act）」、94年

の「財産責任法（Fiscal Responsibility Act）」という 3つの法律で示されてい

る。ここでは、それぞれの法律の内容にまで立ち入って議論することはしないが、

そのポイントは、各公的主体の運営にかかる明確な権限委譲（リスクも、成功報

酬も、基本的に運営責任者に帰属させる方式）と、市場メカニズムの活用である。

端的にいえば、公的部門の提供するサービスを民間部門と（擬似的に）競合させ

ることを通じて、公的部門の効率化を促そうという発想である。

  このため、公会計改革のあり方も、民間と比較可能な形にすることが念頭に置

かれており、公的部門には、基本的に民間と同じ会計基準が適用され、発生主義

に基づく会計処理がなされている。

  ここで、注目すべきは、民間と同じ会計基準をベースとしつつも、民間部門と

の競合状態が保たれるように、各種の工夫がなされている点である。例えば、民

間部門であるサービスを新たに提供しようとする場合、これにかかる資金を市場

調達しなければならないが、政府では、歳出部門と徴税･財務部門が分離されて

いるために、支出部門単独では表面的にはコストが認識されないことになる。ま

た、税金や国債による調達は、本来であれば民間部門で利用されていたであろう

                                           
22 ここでの議論は、山本［1997b］､同［1999］を主に参照した。なお、アングロサクソン諸
国以外でも、ベルギー、フランス、スペイン、イタリア等の欧州諸国において、中央政府ある
いは地方自治体に発生主義会計が既に導入されているか、あるいは導入が検討されている
（Caperchione［1999］）。例えば、フランスでは、地方自治体レベルであるが、予算および
会計のいずれについても発生主義が導入されており、それによって予算と会計とが有機的に関
連するシステムが形成されている（Vela and Fuertes［1999］）。
23 ニュージーランドの行政改革の背景、特徴、課題については、Schick［1996］が詳しい。
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資金が公的部門に移管されたことを示しており、この分、民間サイドで機会費用

が発生していることになる。そこで、こうした点を修正するために、ニュージー

ランドでは、各部門が保有する資産に調達利率を掛けた金額をキャピタルチャー

ジとして課している24。こうしたキャピタルチャージは、完全競争市場下におけ

る正常利益と一致し、これに減価償却費を加えることにより、大雑把ではあるが、

民間と比較可能な形でコストが認識されるようになる。また、キャピタルチャー

ジを課すことにより、不要不急の資産を売却するようなインセンティブが発生す

ることも期待されている。

  さらに、こうしたキャピタルチャージや減価償却費を認識するうえで、資産が

取得原価評価であるとコストが過小にしか認識されないため、資産を時価で評価

することが必要になる。こうした時価評価により、経済的にみてより適切な減価

償却費および維持管理費等が認識されることになる。

　このように、ニュージーランドでは、民間企業と同じ会計基準を公的主体にも

基本的に課しているのみならず、「市場メカニズムの活用による公的部門の改革」

というグランドデザインに合うような形で、これをさらに調整しているのが特徴

的である。そして、公的サービスの権限を委譲された運営主体の評価を、民間と

比較可能な形に修正された会計情報をベースに行うことにより、公的主体を効率

化に向けて規律づけている。

  なお、公会計には徹底的な時価主義の考え方が貫かれているが、これとは全く

別のものとして、非財務的な業績評価報告である「サービス業績報告書」が政府

の財務報告の中に附属書類として含まれており、財務的な評価の補足情報として

利用されている。

　最後に、予算との関連であるが、ニュージーランドの政策評価システムも複合

的政策評価システムである以上、最終的には、財務的情報と非財務的情報を斟酌

したうえで政治的に予算が策定されることになる。しかしながら、ニュージーラ

ンドでは予算も現金主義ではなく、発生主義に基づいて作成されており、発生主

義による統制と管理が有機的に関連するようなシステムが形成されている点が

特徴となっている。

                                           
24 ニュージーランドでは、完全競争的な市場では調達利率と利益率が一致するという考え方か
ら、政府部門としての利益率を算出し、これをベースにキャピタルチャージを計算している。
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（２）イギリス（２）イギリス（２）イギリス（２）イギリス

　イギリスにおける公的部門改革の考え方は、ニュージーランド同様に、市場メ

カニズムを活用する点にある。すなわち、イギリスでもサッチャー政権以来、競

争入札制、エージェンシー化、PFIといった手法を駆使しながら、市場メカニズ

ムの活用を柱とした公的部門の改革を進めてきている。

  こうした改革の一環として、イギリスでは中央政府の会計･予算制度として、

資源･会計予算（resource accounting and budgeting）と呼ばれる制度を導入し

ている25。ここで「資源」とは、経済資源のことを指しており、資源･会計予算と

は、発生主義に基づき財務諸表上で経済資源を認識し、さらにこれを予算策定に

も活用することを意味している。換言すれば、基本的に企業会計の考え方が会計

と予算の両面で政府にも適用されている26。さらに、資産は基本的に時価で評価

し、キャピタルチャージを課している点もニュージーランドと同様である27。

  ただ、ニュージーランドと異なるのは、予算については、発生主義と現金主義

の 2 本立てになっている点である。山本［1999］は、現金主義的な要素が残っ

た理由として、①議会での審議が発生主義ベースでは困難であること、②EUが

現金主義による債務管理を行っている点を指摘している。さらに、キャピタルチ

ャージについても、ニュージーランドでは、国庫と各省庁間で実際に資金のやり

取りが行われているのに対し、イギリスでは、あくまでも概念上のものに止まっ

ている。

  なお、イギリスにおいても非財務的な業績評価は行われているが、ニュージー

ランドのように財務諸表の附属書類として組み込むことはなされていない。

（３）米国（３）米国（３）米国（３）米国

  米国でも、長い間、巨額の財政赤字に悩まされてきたこともあり、行政改革の

大きな目的の 1つが、政府部門の効率化を通じた小さな政府の実現にあったこと

                                           
25 イギリスの資源会計予算導入にかかる基本的な考え方については、Secretaries of the
Treasury［1994］を、資源会計予算の詳細は HM Treasury［1998］を参照した。
26 イギリスの地方政府における発生主義の導入は中央政府より早く、1982年の地方政府財政
法（Local Government Finance Act）によりこれが義務づけられた。
27 キャピタルチャージの計算方法はニュージーランドと異なっている。すなわち、ニュージー
ランドでは前述のとおり、実際の利益率を資産に掛けることにより計算しているが、イギリス
では、長期資本利率として通常用いられる 6％が一律適用されている。
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は事実であろう。また、その手段の 1つとして、市場メカニズムが活用されてき

たことも、やはり事実であろう。しかしながら、ニュージーランドやイギリスが

財務的な情報を最大限活用することにより財政改革を進めてきたのに対し、米国

は非財務的な評価と財務的な評価とをバランス良く融合させることにより政策

評価を行い、改革を進めるというスタンスを採ってきたように窺われる28。

  実際、米国における中央政府の公会計改革の歩みをみても、ニュージーランド

やイギリスのような厳格な企業会計の導入、あるいは時価会計の適用はみられて

いない。すなわち、米国では、1990 年に連邦政府に関する会計基準設定機関で

ある FASAB（Federal Accounting Standards Advisory Board）が設置されて

以降、連邦政府会計基準の整備が進み、現在、発生主義に基づく会計処理が基本

となっている29。しかしながら、ニュージーランドやイギリスのようにすべての

経済資源が会計の対象になっている訳ではなく、時価で認識されている訳でもな

い。例えば、米国では、固定資産を一般的な行政サービスの提供に利用する一般

固定資産と受託責任資産（歴史的遺産、連邦使命資産、管理地）に区分したうえ

で、一般固定資産だけをバランスシートに計上している30。その際、一般固定資

産は時価による評価が困難であり、無理に時価評価をすると恣意的な操作にも繋

がりやすいという理由から、取得原価により計上されている。また、キャピタル

チャージの認識も行われていない31。

　このように米国における公会計の改革スタンスがニュージーランドやイギリ

                                           
28 米国における、中央政府会計のあり方に関する基本的な考え方は FASAB［1993］を参照し
た。
29 州、地方政府に関する会計基準設定機関としては GASB（Governmental Accounting
Standards Board）がある。州、地方政府については、これまで、現金主義に近い会計処理が
行われてきたが、1999年 6月に公表された GASBの Statement34号では、発生主義による会
計処理が求められている（ただし、固定資産の評価は取得原価）。
30 歴史的遺産は耐用年数が不確実性であること、連邦使命資産は償却期間の特定が難しいこと、
管理地は評価自体が難しいこと、がそれぞれバランスシートに計上しない理由とされている。
31 後述のように、米国では、公会計においてアカウンタビリティがより重視されているが、山
本［1997b］では、アカウンタビリティを重視する立場からみれば、現在の資産管理者に対し、
その任期以前に購入を決定した固定資産にかかる資本費用を課すことは、裁量権のない結果に
対してアカウンタブルであることを求めるため、むしろ不適切であるとしている。さらに、世
代間負担の公平性に関するアカウンタビリティの観点からは、固定資産を時価評価することも
望ましくないとしている。すなわち、時価（再調達価格）に基づき計算されたコストはあくま
でも現在提供されているサービスの機会費用であり、ここでは資産維持のために生じるコスト
はその都度各世代が負担するという考え方が前提となっている。しかしながら、世代間負担の
公平性に関しては、むしろ固定資産の取得時にどれだけの金額が払われ、それが世代間でどの
ように配分されているかが重要な情報となるため、取得原価による評価の方が適切となる。
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スと異なっているのは、公会計の位置づけの違いが大きく影響しているように思

われる。すなわち、FASABは、1993年に公表した「連邦財務会計基準概念書第

1号」において、公会計の目的として、①予算遵守、②運営業績、③受託責任、

④システムと統制、を挙げている。具体的には、①は予算資源の入手、利用に関

するアカウンタビリティ、②は資源管理の経済性、③は行政運営や投資活動の政

府への影響、およびその結果としての財政状況の変化、④は政府内部の財務シス

テムの管理･統制の評価、に関する情報を提供することをそれぞれ求めている。

ここで注目すべきは、米国では、税や国債の購入といったかたちで拠出された資

金の利用状況を納税者や国債の購入者に示すという、古典的な意味でのアカウン

タビリティが最も重要な目的として挙げられており、資源管理の経済性は 2番目

に重視されているとはいえ、4つの目的の 1つに過ぎないという点である。この

点、会計を、資源管理の効率性を実現するための手段と考えるニュージーランド

やイギリスとは大きく異なっている32。

　また、こうした点は、会計と予算の関係にも現れている。すなわち、米国では、

連邦政府における財務管理と議会による予算統制は完全に分離されており、それ

ぞれを掌る法律も別である。さらに、前者は発生主義を採用しているが、後者は

現金主義による経理を基本としている。

　一方、非財務的な側面の業績測定については、米国ではかなり重視されている。

特に、1993 年に成立した GPRA（Government Performance Results Act of

1993）では、連邦政府のほとんどの機関について、それぞれの使命目的を明確化

したうえで、行政サービスのアウトカムに焦点を当てた業績測定を行うよう求め

ている。これは、非財務的な評価と財務的な評価とをうまく融合させることによ

り政策評価を行っていこうという米国のスタンスを明確に反映しており、非財務

的な報告を副次的なものと考えるニュージーランドやイギリスとは、異なってい

る。

（４）小括（４）小括（４）小括（４）小括

　以上、アングロサクソン 3カ国における政策評価システムと公会計の関係につ

                                           
32 例えば、 Stanton et al.［1998］は、ニュージーランドやイギリスと類似した公会計改革の
考え方を有するオーストラリアの中央政府にかかる会計を米国と比較しており、オーストラリ
アは、経済活動にかかる意思決定への有用性に重きが置かれているのに対し、米国は、財政面
における政府の現状を示すという意味でのアカウンタビリティに重きが置かれていると指摘
している。
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いてみてきた。どの国でも、「小さな政府」を目指して政府部門の効率化を進め

るという目的は同じであり、政策評価方法としても財務的評価と非財務的評価を

それぞれ別個に行う複合的評価方法が採られている。しかしながら、政策評価シ

ステムのグランドデザイン等が異なっており、これが公会計の位置づけ、さらに

は資産負債の評価方法、キャピタルチャージ導入の有無といった面での違いにも

繋がっている。

  政策評価システムは、各国における歴史的あるいは制度的背景等にも依存する

ため、これを厳密に定型化することは困難であるし、各国とも大枠では複合的な

政策評価手法を採用しており、その差は相対的なものでしかないという考え方も

あり得る。また、これまでみてきた中央政府以外の分野においては、民間企業と

類似したサービスを提供している先には民間企業との比較可能性を重視すると

いう点で、各国に変わりはないものとみられる。しかし、各国で公的部門の改革

に対するグランドデザイン等が異なるのも事実であり、この点から政策評価シス

テムを大掴みに整理すれば、ニュージーランドやイギリスにおける「市場メカニ

ズム活用型」の政策評価システムと、米国にみられる「総合評価型」の政策評価

システムに分類可能であろう。

５．政策評価システムを活用した公的部門の効率化５．政策評価システムを活用した公的部門の効率化５．政策評価システムを活用した公的部門の効率化５．政策評価システムを活用した公的部門の効率化

 　どんなに素晴らしい政策評価が行われても、それが公的部門の効率化に繋がら

なければ意味がない。このことは、政策評価手段の 1 つである会計情報について

も同様である。

   この点、民間部門では、市場メカニズムに任せておけば非効率な企業が淘汰さ

れ、効率的な経営が担保されることになるが、こうした市場メカニズムが機能す

るためには、企業会計等による情報伝達を通じて、情報の非対称性が解消される

必要がある。一方、公的部門では、「市場の失敗」が存在するような分野におい

てサービスを提供している場合が多く、そうした分野では市場メカニズムが働き

難い。もちろん、理論的には、公的部門が非効率なサービスを提供すれば、議会

から圧力が加わり、それでも改革が進まない場合には、それが選挙結果に反映さ

れ、間接的に公的部門の効率化が促される可能性がある。しかし、現実には、官

僚機構の存在等により「政府の失敗」が発生するケースが少なくない33。このため、

                                           
33 岩本［1999］、同［2000］は、新古典派経済学での政府は社会的厚生関数を最大化する存
在であり、「市場の失敗」が発生するようなケースにおいては、政府に任せれば最適な政策が
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公的部門においては、公的主体を効率的な運営に向けて規律づける仕組みを別途

設ける必要がある。ただ、前述のとおり、公的部門においては、民間部門と異な

り会計情報のみによる規律づけが困難であるため、非財務的な情報も含めた政策

評価システムを適切に構築し、公的主体を効率化に向けて規律づける必要がある。

  そこで以下では、政策評価を公的部門の効率化に結びつけていくメカニズムを、

ニュージーランド、イギリスの「市場メカニズム活用型」のシステムと、米国の

「総合評価型」のシステムに分けて考察する。

　なお、以下の議論では、公的主体から虚偽の報告がなされる事態は想定してい

ない。しかしながら、政策評価を活用して公的主体に対し効率化に向けた規律づ

けを行う場合、政策評価に用いられる財務的あるいは非財務的情報を有している

公的主体が虚偽の報告を行う可能性は排除できない。この点については、本稿で

は特に深く掘り下げて議論はしないが、一般的には、民間における会計監査のよ

うに、第 3者による監視メカニズム等を政策評価システムに組み込むことが有効

と考えられる。

　

（１）（１）（１）（１）「市場メカニズム活用型」の政策評価システム「市場メカニズム活用型」の政策評価システム「市場メカニズム活用型」の政策評価システム「市場メカニズム活用型」の政策評価システム

  　「市場メカニズム活用型」の政策評価システムに基づく行政改革の基礎となっ

ているのは、NPM（New Public Management）と呼ばれる理論である。NPM

は、市場メカニズムの活用と、公的サービスの提供者（生産者）への大幅な権限

委譲が重要な柱となっているが、山本［1999］は、これを経済学と経営管理学の

双方の影響を受けた理論であるとしている。すなわち、NPM では、公的部門の

効率化を促す仕組みとして、経済学でいうプリンシパルとエージェント間の最適

な契約システムの考え方を応用しており、プリンシパル（受益者等）の効用を最

大化させる方法として、市場メカニズムを通じたエージェント（公的サービス提

供者）の管理（モニタリング）を主張している。他方、経営学的な側面からは、

エージェントに最大限の裁量を与えることが、エージェントのやる気を引出し、

これが生産性の向上に繋がるという考え方を取り入れている。

  会計との関係では、公的部門に発生主義に基づく会計を導入することを通じて、

                                                                                                                                   
採られることが想定されているが、政府の能力にも限界があり、政府が誤った政策を採る可能
性があることを認識する必要性を主張している。例えば、公共財を最適水準で供給するために
は、政府がすべての消費者の選好を知ることが前提になるが、これは現実には困難であるとし
ている。
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民間部門との擬似的な競合状態を作り出し、公的部門の効率化を促すことが重要

になる。もちろん、発生主義に基づく企業会計方式を導入すること自体が重要な

のではなく、あくまでも民間部門と財務面でのパフォーマンスを比較可能な形に

することにより、市場メカニズムを活用することが目的であるから、比較可能性

を担保するために、企業会計方式に修正が加えられることになる。すなわち、潜

在的な新規参入者との比較が重要になるため、ニュージーランドやイギリスの例

のように、調達コストとしてのキャピタルチャージを課したり、実物資産を時価

で評価したりするなど、企業会計方式からの修正が行われることになる。また、

当然のことながら、こうした会計情報はセグメント毎に公表されることが前提と

なるのは、前述のとおりである。

  もちろん、民間との比較可能性が担保されても、公的部門のコストが高いと認

識されるような場合には、こうした非効率な主体に何らかのペナルティーが課さ

れなければ、当該主体に効率化に向けて努力するインセンティブは生まれないで

あろう。例えば、イギリスで活用されている市場検定（Market Test）は、公的

部門の効率化を促す仕組みの 1つである。市場検定を単純に言えば、ある公的サ

ービスについて、こうしたサービスを継続すべきか否か、継続するとすれば民営

化、エージェンシー化、PFIを行うか否かを体系的に判断するシステムである34。

こうした仕組みを通じて、民間との競合状態が確保されることになるのである35。

また、市場検定のような仕組みでなくても、例えば、民間よりもコストが高いこ

とが、当該部門の予算、評価、給与等に反映されるような仕組みを導入する方法

も考えられよう。

  予算と政策評価の関係では、ニュージーランドのように両者を発生主義で統一

するのか、イギリスのように予算を発生主義と現金主義の 2本立てとするのかと

いう違いはあるが、「市場メカニズム活用型」の政策評価システムは、何らかの

形で会計による財務的評価と予算を有機的に関連させるような配慮がなされて

いる。ここで、なぜ、両者を有機的に関連させる必要があるのかを理解するため

                                           
34 市場検定の詳細な解説は、山本［1999］を参照。
35 もっとも、実際に民間に委譲するかどうかを判断するうえでは、民間への委譲に伴い公的部
門に発生する 2次的なコストも、別途認識する必要がある。例えば、公務員は簡単に解雇でき
ないために、当該サービスが民間に委譲されたとしても、雇用にかかるコストは公的部門全体
としては残ることになる。さらに、サンクコストの問題があるために、民間の方が廉価なサー
ビスを提供できるからといって、必ずしも、すぐ民間に委ねた方が良いという結論にはならな
い。すなわち、フローのコストだけ比べて民間の方が安くても、その結果、公的部門が保有す
る施設が使われないのでは、社会全体としては効率化が進まないケースもある。
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には、民間企業との比較が有用であろう。すなわち、民間企業のガバナンスでは、

予算（事業計画）の策定は経営者に委任されており、株主等は決算情報を報告さ

れ、これを承認することとなる。また、こうしたプロセスを通じ、決算の内容は、

当然翌年の予算（事業計画）に活かされることになる。一方、公的部門では、民

間企業に近いガバナンスの構造を有する先もあるが、政府や地方自治体等では、

議会等による予算の承認は必要である一方、決算は単なる報告に過ぎない。この

ように、公的部門では、政策評価の結果が予算策定に活用されるメカニズムも、

アプリオリには存在しないため、制度として政策評価と予算を有機的に関連させ

るような配慮が必要になると考えられる36。

  なお、このように財務的な情報の提供が最も有効な手法と考えられる場合でも、

非財務的な評価を併せて行うことが有益であることは、これまでも繰り返し述べ

てきたとおりである。ただ、「市場メカニズム活用型」の政策評価システムにお

いては、市場メカニズムを通じた効率化が重視されるため、非財務的な評価は副

次的な意味しかもたないことになる。これは、民間企業において、非財務的情報

が副次的な意味しかもたないことと、基本的に同じロジックに立つ考え方である。

（２）（２）（２）（２）「総合評価型」の政策評価システム「総合評価型」の政策評価システム「総合評価型」の政策評価システム「総合評価型」の政策評価システム

  「総合評価型」の政策評価システムにおいては、インフラ資産等の時価の把握

が困難なものまで無理に時価評価する必要はなく、キャピタルチャージの賦課と

いった調整を行う必要もない。しかし一方で、公的部門に効率化を促すために、

市場メカニズムとは異なる規律づけのメカニズムが必要になる。

  もちろん、こうした政策評価システムを採った場合、客観的に公的サービス間

でのプライオリティづけを行うことはできず、最終的には、財務的評価と非財務

的評価を斟酌したうえで政治的にプライオリティづけがなされることになる。こ

うした政治的決定に対しては、理論的には、選挙を通じ、規律づけがなされるこ

とになる。しかし、これまでの歴史は、こうした間接的なコントロールが、必ず

しも有効とは言い切れないことを示している。このため、こうした「総合評価型」

の政策評価システムでは、選挙によるコントロールに加え、政策評価結果や会計

情報をアカウンタブルな形で開示するとともに、受益者からの声を受け止める仕

                                           
36 山本［2000］は、政策評価と予算を関連づけるうえでの問題点を整理するとともに、こう
した問題点を踏まえたうえでの望ましい政策評価と予算の関連のあり方について提言を行っ
ている。
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組みを確保することが、特に重要になる。すなわち、公的主体は財務、非財務双

方の政策評価の結果をセグメントベースで積極的にディスクローズする一方、公

的サービスの利用者（住民等）からのフィードバックを受入れる仕組みを充実さ

せることにより、「政治の失敗」に対するモニタリングが強化されることになる。

さらに、フィードバックされた意見を公開し、それに対する対策をさらにディス

クローズするといった対話のプロセスが確保されれば、こうしたメカニズムはよ

り良く機能することになる37。実際、アングロサクソン諸国における「総合評価

型」の政策評価システムの例をみても、国民あるいは住民等の声を何らかの形で

吸い上げ、これを公開するとともに、これに対する対策もディスクローズする例

が少なくない。また、会計情報を広く開示することは、議員に対する規律づけを

強める方向に作用することも期待される。

  ただ、財務面での効率性の観点から異なる政策間のプライオリティづけを行う

ことが容易な「市場メカニズム活用型」の政策評価システムとは異なり、「総合

評価型」の政策評価システムでは、こうしたプライオリティづけは相対的に困難

となる。特に、中央政府や地方自治体のように、異なる省庁や部局がある程度の

自主性をもって異なる政策を遂行し、かつ選好が異なる受益者を抱える場合、政

策決定のプライオリティづけができず（いわゆる「すくみ」の発生）、現状維持

（status-quo）の政策が採られやすいという問題がある。このような、マルチ･

タスク、マルチ･プリンシパルの枠組みにおいて、エージェントをいかに規律づ

け効率化を達成していくかは、極めて難しい問題であり、米国の例をみても、こ

の点に関する明確な答えは出せていないようである。

  いずれにしても、「総合評価型」の政策評価システムにおいては、政策評価を

行う際に必要な財務的情報を公会計により提供することも有益ではあるが、より

重要なのは、非財務的要素も含めた政策評価の結果を、分かりやすいかたちで利

用者にディスクローズすることである。実際、米国において、アカウンタビリテ

ィが重んじられているのは、こうした姿勢を反映しているものと考えられる。

　なお、予算制度との関係では、米国の例をみるかぎり、政策評価と予算を有機

的に関連づけるための配慮はほとんどなされていない。これは、「総合評価型」

                                           
37 もっとも、岩本［2000］が指摘するように、個人にとっては、公的主体をモニタリングす
るコストが高く、場合によっては、こうしたコストがモニタリングから得られる便益を超える
こと、すなわち個人が公的主体のモニタリングを行うインセンティブを有さないケースも考え
られる。こうした問題を解決するためには、モニタリングを専業とする評価機関（例えば市民
オンブズマン）を設けることが一つの解決策となる。ただ、この場合も、誰が当該評価機関を
評価するのかという問題は残ることになる。
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の政策評価システムにおいては、政策判断における非財務的評価の重要性が相対

的に高いため、これを予算に反映させることが難しいという技術的問題が影響し

ていると考えられる。また、山本［1999a］も指摘するとおり、業績測定といっ

た非財務的な評価と予算が関連づけられると、予算獲得の目的で目先のアウトプ

ットの増加だけが公的主体により目指され、結果的に最適な財政支出が行われな

いリスクもある38。しかしながら、岸［1999b］が主張するように、米国におい

ても、政策評価と予算を相互に関連づけようという方向で議論が進められてきて

いる。

（３）予算制度を通じた公的主体の規律づけ（３）予算制度を通じた公的主体の規律づけ（３）予算制度を通じた公的主体の規律づけ（３）予算制度を通じた公的主体の規律づけ

　近年、政治経済学の分野では、予算制度のあり方が公的主体の規律づけとどのよ

うな関係にあるかについて、理論的･実証的な分析が行われている。そこで、ここ

では、まず最近の政治経済学の議論を簡単に紹介した後、政策評価の結果を予算に

反映させることが予算制度を通じた公的主体の規律づけとどのように関連してい

るのかをみていく。

　政治経済学の分野でよく議論されるのが、「財政錯覚（fiscal illusion）」、あ

るいはその結果として発生する財政赤字を、予算制度のあり方によってどの程度防

ぐことが可能かという点である。「財政錯覚」とは、財政支出の限界便益が税金の

限界費用に比べ、過大評価されてしまうことである39。すなわち、目的税のような

ものを除き、徴税は通常特定の政策と紐付きではなく、広く浅く行われる一方、財

政支出は納税者中の特定のグループのみに便益をもたらすため、各経済主体は、財

政支出の限界効用の方が税金の限界費用よりも高いと感じやすい。この結果、各経

済主体とも、自らが便益を受けるような財政支出を求めることとなり、社会全体と

してみれば、社会的に望ましい水準を超えた財政支出が行われてしまうことになる。

さらに、こうした「財政錯覚」の存在は、特定のグループの利益を代表する政治家

が、自らの政治的評価を高めるために社会的に望ましくない水準にまで財政支出を

増やしても、こうした行動が罰せられにくいという問題も引き起すことになる。

                                           
38 アウトプットとアウトカムは線形関係になく、通常アウトプットの増加に伴いアウトカムの
限界効用は逓減するため、むやみなアウトプット増加は最適な財政支出を約束しない。もちろ
ん、アウトカムのレベルもモニターされるために、アウトプットのレベルが適切か否かは事後
的にモニタリングされることになるが、通常、アウトプットがアウトカムに反映されるまでに
はタイムラグがあるほか、アウトプットとアウトカムの相関関係が安定的であるとも限らない。
39 Buchanan and Wagner［1977］
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　政治経済学の分野におけるこれまでの成果をみると、予算制度のあり方を工夫す

ることにより、何らかの財政規律を課すことが可能であるという結果が得られてい

る。Alesina and Perotti［1996］では、予算制度の透明性を確保することにより、

政治家が「財政錯覚」を利用して財政支出を増やしたり、裁量的な支出を増やす余

地を無くす効果が期待できることを示している。von Hagen and Harden［1995］

でも、EU12か国について、予算の透明性が高く、予算原案の情報量が多いほど、

政府負債の GDP比が低いことが示されている。また、Poterba［1994］は、米国

において、弱い財政赤字規律（weak anti-deficit rules）しか課していない州の方

が、強い規律を課している先に比較して、予期しない財政赤字の発生に対して財政

支出の削減額が少ないことを実証しており、Poterba［1996］は、同じく米国の地

方自治体について、予算統制等の制度的な規律がある場合には、そうでない場合に

比べ財政赤字が小さい、という実証研究の成果を纏めている40。さらに藤木［2000］

では、調整インフレによる債務削減に対する歯止めとして、中央銀行制度と予算制

度が重要な役割を担っているとしている。

　それでは、政策評価の結果を予算に反映するという議論と、上記の政治経済学の

議論とはどのような関係にあるのであろうか。まず、政治経済学の議論では、予算

制度の規律を強めるために、予算制度の透明性を高めることの重要性が指摘されて

いるが、政策評価の結果を予算に反映させるということは、予算の決定プロセスの

透明性を高めることに資すると考えられよう41。特に、「市場メカニズム活用型」

の政策評価システムのように、政策評価と予算の有機的な結びつきが強い場合にお

いては、より予算の透明性が高まると考えられる。もともと、「財政錯覚」は、た

とえ経済主体が合理的であっても、Rogoff［1990］が指摘するとおり、予算策定

プロセスに不透明性があれば発生し得るものであり、予算の透明性を高めることは、

こうした観点からも極めて重要な点であると考えられる。

　次いで、予算統制等の制度的な規律が、財政赤字を削減するうえで有効であると

いう指摘との関連では、「総合評価型」の政策評価システムによる評価がどこまで

                                           
40  Poterba［1996］では、予算等の制度は、それ自体に受益者の政治的選好が反映されてい
くため、同じく受益者の政治的選好の産物である財政赤字の水準に関して、説明変数とならな
い可能性は排除できないとしつつも、多くの州で予算統制ルールが 19世紀に定められており、
その後変更が加えられていないことなどを勘案すると、予算制度上の統制が、外生変数として
財政赤字の水準に何らかの影響を有している可能性は高いとしている。
41  宮島（金本･宮島［1991］5章）は、わが国の予算制度について分析を行い、決算情報をで
きる限り確実かつ速やかに予算編成にフィードバックさせることが、予算編成の機構および方
法を合理化･効率化するために有益であるとしている。
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制度的な規律となり得るかは、議論があるところであろう。一方、「市場メカニズ

ム活用型」の政策評価システムのように、政策評価と予算の有機的な結びつきが強

い場合には、一種の財政規律として働き得るとも考えられる。

　

６．わが国における政策評価システムの整備および公会計改革の動き６．わが国における政策評価システムの整備および公会計改革の動き６．わが国における政策評価システムの整備および公会計改革の動き６．わが国における政策評価システムの整備および公会計改革の動き

（１）政策評価システムの整備を巡る動き（１）政策評価システムの整備を巡る動き（１）政策評価システムの整備を巡る動き（１）政策評価システムの整備を巡る動き

　現状、わが国では、中央政府を中心に、政策評価システムの整備を巡る議論が

本格化しつつある42。

  すなわち、1998年 6月に公布された「中央省庁等改革基本法」、あるいは 1999

年 4月に中央省庁等改革推進本部が取り纏めた「中央省庁等改革の推進に関する

方針」において、中央政府の政策評価システム整備の必要性が示されたことを受

け、現在、2001 年 1 月からの導入に向けて、各省庁で政策評価のあり方が検討

されている。また、総務庁（政府における政策評価の標準的ガイドライン制定を

担当）が事務局を務める「政策評価の手法等に関する研究会」からは、本年 2月

に「政策評価の導入に向けた意見･論点整理の中間整理」（以下「中間整理」）

が発表された。

  この「中間整理」では、政策評価を導入する目的として、①国民に対する行政

の説明責任（アカウンタビリティ）の徹底、②国民本位で効率的な質の高い行政

の実現、③国民的視点に立った成果重視の行政への転換、の 3点が挙げられてい

るが、アカウンタビリティの徹底が第 1の目的として挙げられている点から判断

して、米国に近い「総合評価型」の政策評価システムの構築を基本方針としてい

ることが窺われる。

　実際、「中間整理」の詳細をみると、政策評価に関する情報が国民に対して分

かりやすい方法で公表され、また、評価結果に対して、外部から出される意見･

要望を受け付ける仕組みを整備すべきであると主張されている。この点は、「総

合評価型」の政策評価システムに不可欠な規律づけのメカニズムを、十分に意識

した議論であると考えられる。

                                           
42 地方自治体については、1998年 5月に閣議決定された「地方分権推進計画」により、政策
評価システムの整備が求められているが、具体的な内容については言及されていない。
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　このように、わが国では、少なくとも中央政府については、「総合評価型」の

政策評価システム構築に向けて動き始めているという評価が可能であろう。

（２）公会計改革を巡る動き（２）公会計改革を巡る動き（２）公会計改革を巡る動き（２）公会計改革を巡る動き

　わが国には、公会計のあり方に関する原則を定めるような基準はないが、1997

年 9月 1日に日本公認会計士協会から発表された「公会計原則（試案）」には、

基本的な方向性が示されている。

  「公会計原則（試案）」では、公的部門の会計の目的として、以下の 2点を挙

げている。

① 財務報告利用者による公的部門のアカウンタビリティの遂行状況の評価
に資する。

② 財務報告利用者が、財務報告を利用することにより、合理的な意思決定を
することに資する。

　①は、納税者等から付託された資金の管理運営状況に関する説明責任（古典的

な意味でのアカウンタビリティ）の一部が、財務諸表の開示によって果されると

いう考え方である。一方、②の意思決定の意味について、「公会計原則（試案）」

は、財務報告利用者による公的部門のサービス提供成果（有効性、効率性、経済

性）およびサービス提供能力の評価に資すること、としている。このように、ア

カウンタビリティの問題を公会計の第 1の目的とし、経済資源の効率性等に関す

る情報提供が、第 2の目的として挙げられている点において、「公会計原則（試

案）」は、米国の公会計基準と類似した考え方に立脚している。また、「公会計

原則（試案）」では、財務報告書類の附属説明書の中に、非財務的な成果を報告

する「業績評価」を含めることを求めている。

  具体的な会計処理について、「公会計原則（試案）」では、現金主義ではなく、

発生主義に基づく経理を求めている。また、報告主体を事業型（ビジネスタイプ）

と行政型（ガバメントタイプ）に分け、前者については、すべての経済資源43を

測定の対象とする一方、後者については、財務資源44のみをその対象としている。

                                           
43 「公会計原則（試案）」では、経済資源を、「報告主体が管理し支配するすべての財務的･
非財務的資源のことであり、一般に貸借対照表に計上されるすべての資産･負債をいう」と定
義している。
44 「公会計原則（試案）」では、財務資源を、「経済資源のうち現預金を中心とした資金又は
これに準ずる資産･負債」と定義し、これを「報告主体の債務の支払能力･財務の安定性をみる
ための指標」としている。
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さらに、固定資産の評価については、基本的に減価償却は行うが、取得原価によ

る評価を行うこととしており、時価評価は導入されていない45。このように、具

体的な会計処理方法についても、ほぼ米国と同様の考え方が採られており、基本

的に「総合評価型」の政策評価システムと整合的な方向性が示されているように

窺われる。

　

７．おわりに７．おわりに７．おわりに７．おわりに

　このように、わが国においても、少なくとも中央政府については、政策評価、

公会計のいずれの面においても、米国の制度に類似した「総合評価型」の政策評

価システムを念頭において改革が進められているように窺われる。しかし、わが

国にとって、「総合評価型」の政策評価システムの方が、「市場メカニズム活用

型」の政策評価システムよりも適切であるか否かという問題は、明示的には議論

されてきていないようである。実際、米国と日本では、政治･経済的状況が異な

っており、単純に米国類似の仕組みを導入すれば公的部門の効率化が保証される

とは限らない。例えば、米国では、公的部門のスリム化が民営化等により既にか

なりの程度推進されているほか、政治システムも地方分権的であるなど、日本と

は大きく異なっている。「市場メカニズム活用型」の政策評価システムにおいて

は、資産評価のプロセスで恣意性が入りやすいという問題があることは、事実で

あろう。ただ、「総合評価型」の政策評価システムにおいても、前述のとおり、

政治的な「すくみ」により現状維持的な政策が採られやすいという弊害もあり、

従来のわが国の政治風土を勘案すると、「総合評価型」の政策評価システムによ

って、果たして公的部門の効率化を進め得るのか、という懸念もあろう。また、

「総合評価型」の政策評価システムにおいては、政策評価と予算との有機的な関

連づけが相対的に困難であるため、これを克服するための工夫が必要となる。こ

れらの問題を十分に踏まえながら、わが国にとって適切な政策評価システムを構

                                           
45 事業型の報告主体は、①行政代行型（事業団、試験研究法人のように、料金収入を得ること
なく、専ら行政活動の代行を目的にしている主体）、②収益獲得型（旧 3公社、日本中央競馬
会のように収益を獲得することを目的としている主体）、③収支均衡型（公庫、公団、地方公
営企業、地方公社などのように料金を得て事業を行っているが、積極的に利益の獲得を目的と
せず、専ら公的サービスの提供を目的としている主体）に区分され、収益獲得型については、
基本的に企業会計に準拠するとされている。ただ、企業会計でも、実物資産の時価評価は行わ
れていないため、結果的に全ての公的主体において、固定資産の時価評価は行われないことと
なる。
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築すべく、今後とも十分な議論を重ねることが重要と考えられる46。

  また、結果的に政策評価、公会計ともに整合的な方向での改革が進められてい

るとはいえ、これまで、政策評価と公会計を有機的に結び付けた議論が積極的に

なされてきたとは言い難い。実際、「中間整理」においても公会計に関する記述

はない。一方、「公会計原則（試案）」では、非財務的情報に係る指標のあり方

について検討すべき旨が述べられているが、政策評価との関係において公会計の

あり方が議論されている訳ではない。また、地方自治体をみると、バランスシー

トは作成するが、政策評価システムの導入には着手されないといったバランスを

欠いた対応が図られている例も少なくない。これには、経営資源等に限りがある

中で、政策評価システムと公会計の双方を同時に整備することが困難であるとい

った事情もあろうが、政策評価と公会計の関係が明確には認識されていない面も

あるように思われる。これまでみてきたとおり、政策評価と公会計は不可分な関

係にあり、どちらか一方が欠落した議論では不十分と考えられる。しがって、今

後、政策評価システム、あるいは公会計の整備、改革を進めるに当たっては、両

者の関係を十分に踏まえて、議論が展開されることが望まれる。

以   上

                                           
46 金本（金本･宮島［1991］序章）は、わが国の特殊性として、強力な官僚機構の存在を指摘
しており、こうした官僚機構に内在するエージェンシー問題や不透明性の存在などが、財政赤
字を拡大させる方向へのバイアスを発生させている可能性を指摘している。わが国における政
策評価システム、あるいはこれを通じた公的主体の規律づけの問題を考えるうえでは、こうし
た官僚機構のあり方にも配慮する必要があろう。



29

【参考文献】【参考文献】【参考文献】【参考文献】

A.J.アウバック･R.J.コトリコフ･W.リーブリッツ、「世代会計の国際比較」、『金

融研究』第 17巻第 6号、日本銀行金融研究所、1998年 12月

赤井伸郎･鷲見英司･田中宏樹、「資産･負債からみた日本政府の財政状況の評価

－発生主義に基づいた日本政府のバランスシートの作成－」、神戸商科大学経

済研究所研究資料 No.169、1999年 10月

秋葉賢一･古市峰子･近暁、「企業会計情報の有用性と財務諸表の役割－金融資産

の時価情報とキャッシュフロー情報を中心に－」、IMES Discussion  Paper

Series  No.98－J－31、日本銀行金融研究所、1998年 12月

井堀利宏･宮田慶一、「財政政策の指標について」、『金融研究』第 11 巻第 2

号、日本銀行金融研究所、1991年 7月

岩本康志、「財政構造改革の基本的論点」、金融調査研究会報告書『財政赤字削

減とその手法』、1999年 3月

――――、「政府統治理論から見た行政改革」、国際高等研究所『行政改革の組

織･制度分析』コンファレンス報告論文、2000年 1月

金本良嗣･宮島洋編、『公共セクターの効率化』、東京大学出版会、1991年

岸　道雄、「結果志向の自治体改革」、FRI研究レポート No.41、富士通総研経

済研究所、1999年 1月（1999a）

―――― 、「公会計改革の方向性」、FRI 研究レポート No.59、富士通総研経

済研究所、1999年 9月（1999b）

島田晴雄･三菱総合研究所政策研究部、『行政評価』、東洋経済新報社、1999年

12月

政策評価研究会、「政策評価の現状と課題－新たな行政システムを目指して」、

通商産業省大臣官房政策評価広報課（事務局）、1999年 8月（http://www.miti.
go.jp/report-j/gsweih00j.htr）

政策評価の手法等に関する研究会、「政策評価の導入に向けた意見･論点の中間

整理」、総務庁行政監察局（事務局）、2000年 2月（http://www.somucho.go.jp/
kansatsu/honbun.htm)

田辺国昭、「政策評価の仕組み」、『ジュリスト』No1161、有斐閣、1999年 8

月



30

21 世紀政策研究所、「地方財政の現状と今後の課題－地域経営に役立つ公会計

制度へ－」、1999年 6月

日本公認会計士協会、公会計委員会研究報告第 1号「公原則原則（試案）」、1997

年 9月

八田達夫･小口登良、『年金改革論－積立方式へ移行せよ』、日本経済新聞社、

1999年

藤木　裕、「財政赤字とインフレーション－歴史的･理論的整理－」、IMES

Discussion Paper Series No.2000－J－6、日本銀行金融研究所、2000年 3月

宮田慶一･古市峰子、「公的年金と地方自治体における会計および政策評価のあ

り方」、IMES Discussion Paper Series No.2000－J－21、日本銀行金融研究

所、2000年 8月

山本　清、「政府サービスの『質の評価』こそ不可欠」、『論争東洋経済』、東

洋経済新報社、1997年 9月（1997a）

―――、「政府部門における固定資産会計の国際的動向と展望」、『会計』第

152巻第 5号、森山書店、1997年 11月（1997b）

―――、「公会計－諸外国の動向とわが国へのインプリケーション」、IMES

Discussion Paper Series No.99－J－23、日本銀行金融研究所、1999年 6月

―――、「政策評価と予算循環過程」、未定稿

Alesina, Alberto and Roberto Perotti, “Fiscal Discipline and the Budget

Process”, American Economic Review, Papers and Proceedings, May 1996

――――, Nouriel Roubini and Gerald D. Cohen,”Political Cycles and the

Macroeconomy”, The MIT Press, 1997, Chapter9

Barro, Robert J., “On the Determination of the Public Debt”, Journal of

Political Economy Vol.87 No.5, October 1979

Buchanan, James M. and Richard. Wagner E., “ Democracy in Deficit”,

Academic Press, 1977

Caperchione, Eugenio,“Trends and Open Issues in Governmental Accounting

Systems: Some Elements of Comparison,”Comparative Issues in Local

Government Accounting, Eugenio Caperchione and Riccardo Mussari eds.,

Kluwer Academic Publishers, 1999



31

Federal Accounting Standards Advisory Board (FASAB),”Objectives of

Federal Financing Reporting,” Statement of Federal Financial Accounting

Concept (SFFAC) No.1, September 1993

HM Treasury, ”Resource Accounting Manual", Her Majesty’s Stationery

Office (HMSO), April 1998

Poterba, James M., “State Responses to Fiscal Crises: The Effects of

Budgetary Institutions and Politics”, Journal of Political Economy Vol.102

No.4, June 1994

――――，“Budget Institutions and Fiscal Policy in the U.S. States”, American

Economic Review, Papers and Proceedings, May 1996

Rogoff, Kenneth, ”Equilibrium Political Budget Cycles”, American Economic

Review Vol.80 No.1, March 1990

Secretaries of the Treasury, ”Better Accounting for the Taxpayer’s Money:

Resource Accounting for the Taxpayer’s Money (Consultation Paper)”, Her

Majesty’s Stationery Office (HMSO), July 1994

Schick, Allen, ”The Spirit of Reform: Managing the New Zealand State Sector

in a Time of Change”, The State Service Commission and the Treasury,

August 1996

Stanton, P, J.W. Hughes and J. Stanton,” Australian and USA Federal

Governmental Accounting: Convergence or Divergence”, Financial

Accountability and Management, Vol.14 No.4,  November 1998

Vela, José Manuel and Iluminada Fuertes,“Local Government Accounting in

Europe: A Comparative Approach, ”  Comparative Issues in Local

Government Accounting, Eugenio Caperchione and Riccardo Mussari eds.,

Kluwer Academic Publishers, 1999.

Von Hagen, Jürgen and Ian J.Harden,”Budget Processes and Commitment to

Fiscal Discipline”, European Economic Review Vol.39 pp351-858, 1995

Walsh, Carl E, “Optimal Contracts for Central Bankers”, The American

Economic Review Vol.85 No.1, March 1995


